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【Point】・勤務 5 日前の年休の時季変更権の行使が、事業の正常な運営を妨げる事由の存否を

判断するのに合理的期間を超えてされたものということはできないとして、債務不

履行責任が否定された事例 

    ・年休の時季変更権の行使が、恒常的な要員不足の状態でされたとはいえないとし

て、債務不履行責任が否定された事例 

 
【事案の概要】 

本件は、旅客運送業等を営む Y 社におい

て、乗務員として勤務していた X らが、年次

有給休暇（年休）を申請したのに対して、Y
社から時季変更権（労基法 39 条 5 項ただし

書）を行使されたことについて、労働契約に

反するものであるなどと主張して、Y 社に対

し、労働契約の債務不履行に基づく損害賠償

請求として、慰謝料等の請求を行った事案で

す。 
Y 社では、旅客需要の変動への対応のた

め、弾力的な列車本数の設定を行っており、

乗務員が指定される行路は、定期列車の乗務

を担当する「定期行路」と臨時列車等を担当

する「臨行路等」に区分されていました。主

に前者の乗務を担当する乗務員は「交番担当

乗務員」、主に後者を担当する乗務員は「予

備担当乗務員」とされ、乗務員はこの「交番

担当乗務員」と「予備担当乗務員」を月ごと

に交互に割り当てられていました。 
そして、Y 社における年休の申請・時季変

更権の行使の方法等は、概ね以下のようなも

のでした。  
 年休を取得しようとする乗務員は、原則と

して前月の 20 日までに年休申込簿に記載して

届出をするという方法で年休申請を行い、Y
社は、前月の 25 日までに当月分の乗務員の勤

務割を指定した勤務指定表を作成、発表し、

乗務員の就労義務のある日（勤務予定日）を

確定させていました。勤務指定表には、公休

及び特休の日が記載されていたほか、年休申

込簿の記入により年休使用の届出がされた年

休使用日のうち Y 社において当該時点で時季

変更権を行使しないものと確定させた日には

「年休」と記載されていました。 

もっとも、予備担当乗務員については、臨

行路等のほか交番担当乗務員が年休を取得し

た場合の代替要員として定期行路を担当する

ことがあったことから、具体的な勤務予定に

ついては、勤務日の 5 日前に発表される日別

勤務指定表において確定される取扱いとなっ

ており、Y 社における時季変更権の行使もこ

れによって最終的に確定されていました。 
なお、Y 社における乗務員の配置要員数

は、乗務員が年間平均 20 日の年休を取得でき

ることを目標に算出された「基準人員」に基

づいて決定されていましたが、Y 社は、この

目標が達成できないと見込まれる場合、乗務

員に休日勤務指定を行って勤務日とし、当該

乗務員が本来取得できた年休分を他の乗務員

に割り振るという対応をしていました。 
本件の争点のうち、以下では、Y 社の時季

変更権の行使につき債務不履行が成立する

か、具体的には、①Y 社の時季変更権の行使

が不当に遅延してなされたものか、②Y 社の

時季変更権の行使が恒常的な要員不足に陥っ

た状態のままなされたものかという点につい

て、本判決の判断をご紹介します。 
 

【判断の概要】 
 まず、①の点について、本判決は、「使用

者が、事業の正常な運営を妨げる事由の存否

を判断するのに必要な合理的期間を超えて、

不当に遅延して行った時季変更権の行使につ

いては、労働者の円滑な年休取得を合理的な

理由なく妨げるものとして信義則違反又は権

利濫用により無効になる余地があるものと解

される。そして、使用者の無効な時季変更権

の行使によって労働者が年休を取得できなか

った場合、使用者は労働者に対し、労働契約

【裁判例紹介】 

会社による時季変更権の行使を違法とした地裁判決

を変更し、適法と判断した高裁裁判例 
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上の債務不履行責任を負うことになる。」と

した上で、「X らが従事していた事業（東海

道新幹線の運行）の性格やその内容、X らの

業務（東海道新幹線の乗務員）の性質、時季

変更権行使の必要性、X らの被る不利益等を

考慮すると、本件期間において、Y 社が勤務

日の 5 日前に時季変更権を行使したことにつ

いては、事業の正常な運営を妨げる事由の存

否を判断するのに必要な合理的期間を超えて

されたものということはできない」旨判示し

ました。 
また、②の点について、本判決は、「使用

者による時季変更権の行使は、他の時季に年

休を与える可能性が存在していることが前提

となっているものと解されることを踏まえる

と、使用者が恒常的な要員不足状態に陥って

おり、常時、代替要員の確保が困難な状況に

ある場合には、たとえ労働者が年休を取得す

ることにより事業の運営に支障が生じるとし

ても、それは労基法 39条 5 項ただし書にいう

『事業の正常な運営を妨げる場合』に当たら

ず、そのような使用者による時季変更権の行

使は許されないものと解するのが相当であ」

り、「使用者の無効な時季変更権の行使によ

って労働者が年休を取得できなかった場合、

使用者は労働者に対し、労働契約上の債務不

履行責任を負うことになる」とした上で、平

成 27 年度については、配置人数が基準人員を

大きく下回った事実は認められないこと、臨

行路等に要した乗務員数は年度当初の想定を

下回り、他方で必要乗務員数の想定に基づき

必要とされた程度の休日勤務指定が行われた

こと、乗務員の年休の取得実績が平均 20日を

超えたことに照らすと、恒常的な要員不足の

状態に陥っていたものと認めることはできな

いとしました。また、平成 28 年度について

も、配置人数が基準人員を 5％以上下回る状

態が継続した期間は 2 か月以下にとどまり、

少なくとも年度の前半には配置人数には比較

的余裕があったものといえること、乗務員の

年休取得実績が平均 15日余りにとどまったこ

とも直ちに要員不足の状態が恒常化していた

ことを裏付けるものとはいえず、さらに Y 社

が代替要員確保措置等のできる限りの対応を

とっていたこと等の事情を考慮すると、恒常

的な要員不足の状態に陥っていたものと認め

ることはできない旨判示しました。 
 

【検討・コメント】 
本件の原審（東京地判令和 5 年 3 月 27 日労

判 1288 号 18 頁）は、争点①について、「X
らが…年休の時季指定をしてから Y 社による

時季変更権の行使が X らに判明するまでに相

当期間を要することがあり」、それが「年休

の申込みの後の臨時列車等の運行の可能性と

いう専ら Y 社の経営上の必要性に基づくもの

であった」として、Y 社の時季変更権は、

「事業の正常な運営を妨げる事由の存否を判

断するのに必要な合理的期間を超え」て行使

されたものであり、債務不履行が成立すると

していました。また、争点②については、乗

務員の年休取得実績を検討の上、それが休日

勤務指定の結果であったこと等を考慮して、

Y 社の時季変更権が「恒常的な要員不足」の

まま行使されたものであり、債務不履行が成

立するとしていました。 
これに対し、本判決は、争点①について

は、Y 社の営む事業の性格・内容や X らが被

る不利益等を総合考慮し、また、争点②につ

いては、乗務員の配置人員や年休の取得実

績、Y 社が取っていた代替要員確保措置の状

況等を詳細に分析し、いずれについても債務

不履行は成立しないと結論付けています。 
本判決では、判断の前提として、Y 社（東

海道新幹線を運行するJR東海）の業務の社会

的重要性が考慮されており、Y 社のような公

益性の高い特殊な企業以外の場合にまで直ち

に一般化はできないと考えられますが、他方

で、本判決の各争点において示された考慮要

素は、時季変更権の行使要件が充足されてい

るかを検討する上で、実務上参考になるもの

と思われます。 
争点②に関連しては、本判決を踏まえて

も、代替要員の確保が困難な状況が継続して

おり、従業員の年休取得の実績も少ないとい

う場合には、「恒常的な要員不足」の状態に

あったとして、時季変更権の行使要件を満た

さないとされる可能性があると考えられま

す。とりわけシフト制を採用している企業に

おいては、休暇を取得する従業員の代替要員

を手配することが容易でない状況が生じやす

いと思われますので、自社が「恒常的な要員

不足」と判断されるような状態になっていな

いかについて、特に留意していただく必要が

あると思われます。 
以上 
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